
 
平成23年7月期第2四半期（累計）連結業績予想数値の修正（平成22年8月1日～平成23年1月31日） 

 
平成23年7月期通期連結業績予想数値の修正（平成22年8月1日～平成23年7月31日） 

 
平成23年7月期第2四半期（累計）個別業績予想数値の修正（平成22年8月1日～平成23年1月31日) 

 
平成23年7月期通期個別業績予想数値の修正（平成22年8月1日～平成23年7月31日） 

平成23年3月7日
各 位 

上場会社名 株式会社 山王

代表者 代表取締役社長 甲山文成

（コード番号 3441）

問合せ先責任者 取締役経営企画部長 三浦尚

（TEL 045-542-8241）

業績予想の修正、特別損失の発生、並びに経営再建策に関するお知らせ  

 最近の業績動向を踏まえ、平成23年3月7日開催の取締役会において、平成22年12月9日に公表した平成
23年7月期(平成22年8月1日～平成23年7月31日)における第2四半期累計期間及び通期の業績予想につ
いて下記の通り修正いたしましたのでお知らせ致します。また、当第2四半期末において特別損失(減損損
失等)を計上し、併せて経営再建策につきましても決議いたしましたのでお知らせ致します。  

記 

● 業績予想の修正について 

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
1株当たり四半期純

利益
百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(A) 4,150 △40 △60 248 514.63

今回発表予想(B) 3,204 △390 △409 △2,244 △4,657.17

増減額(B-A) △946 △350 △349 △2,492

増減率(%) △22.8 ― ― ―

（ご参考）前期第2四半期実績 
（平成22年7月期第2四半期）

3,531 △380 △376 △90 △181.21

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(A) 8,800 120 90 358 742.90

今回発表予想(B) 6,100 △870 △900 △3,240 △6,723.46

増減額(B-A) △2,700 △990 △990 △3,598

増減率(%) △30.7 ― ― ―

（ご参考）前期実績 
（平成22年7月期）

7,033 △870 △857 △520 △1,045.79

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
1株当たり四半期純

利益
百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(A) 2,680 △250 △220 98 203.36

今回発表予想(B) 2,227 △423 △307 △2,141 △4,443.72

増減額(B-A) △453 △173 △87 △2,239

増減率(%) △16.9 ― ― ―

（ご参考）前期第2四半期実績 
（平成22年7月期第2四半期）

2,362 △420 △255 25 50.41

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(A) 5,600 △340 △280 28 58.10

今回発表予想(B) 4,120 △830 △690 △3,020 △6,266.93

増減額(B-A) △1,480 △490 △410 △3,048



修正の理由 

１.平成23年7月期第2四半期連結累計期間業績 
 当初の業績予想の段階では、経済の回復基調が続くとの見通しや新規受注品の引き合い等の営業情報の積み上げによ
り、経済の回復傾向に沿う形で緩やかながら売上が増加すると予想しておりましたが、景気が踊り場から脱せず、当社の
主要顧客である電子部品メーカー各社が、在庫調整、生産調整をすすめると共に、自社内製部門重視の動きに加え単価
引き下げ要求も激しさを増す等、当社の受注環境は引き続き厳しい状況が続きました。 
 このような状況のもと当社グループは、（1）取引基盤の強化・拡充、（2）新商品・新分野への展開力強化、（3）海外事業の
一層の強化を経営の最重要課題として掲げ、新規顧客の開拓、既存顧客との取引拡充、新商品・新分野対応組織である
新規開発プロジェクトの増強、及び海外顧客への営業強化等に積極的に取り組み受注の確保に努めましたが、国内では
受注環境の厳しさにより当初見込んでいた売上に対して約250百万円程度下回ったことに加え、新規引き合い案件の量産
化対応に想定以上の時間を要したことで当初見込んでいた売上に対して約200百万円程度下回ったこと等から、第2四半
期の国内売上高は大幅に減少する見込みです。中国では受注回復に向け新工法対応の設備投資を行い挽回に努めまし
たが、新工法での安定した生産体制の構築に時間を要し、予定の売上確保には約236百万円至らない見込みです。フィリ
ピンでは需要回復に一服感が見え始め、主要取引先において在庫調整が強化されたことから、当初の売上予想を約244百
万円下回る見込みです。 
 また、損益面では、全社を挙げての経営効率化、経費削減の推進に加え、希望退職者の募集による固定費削減にも取り
組みましたが、売上の減少を補うまでには至らない見込みです。 
 以上のことから、当第2四半期連結累計期間の売上高は、日本では2,227百万円(前回予想比16.9%減)、フィリピンでは512
百万円(前回予想比32.3%減)、中国では483百万円(前回予想比32.9%減)、連結合計3,204百万円(前回予想比22.8%減)と予
想を修正いたします。また営業損失は、390百万円(前回予想は40百万円の営業損失)、経常損失は、409百万円 (前回予
想は60百万円の経常損失)にそれぞれ予想を修正し、四半期純損失は、減損損失2,129百万円の特別損失計上等により、
2,244百万円(前回予想は248百万円の四半期純利益)と予想を修正いたします。 
 
２.平成23年7月期第2四半期累計期間個別業績 
 個別業績予想の修正につきましても、連結業績予想と同様の理由によるものであります。 
 
３.平成23年7月期通期連結業績 
 下期につきましても、日本国内は景気の踊り場からの脱却が見込まれるものの、当社の主要顧客である電子部品メーカ
ー各社からの受注動向等によると受注環境の改善は限定的で、第2四半期と同様に月次では3億円台前半の売上に止ま
ることが予想され、上期売上見込2,227百万円に対し下期売上は19億円程度に止まる見込みです。また、海外においては、
第2四半期までと同様の厳しい受注環境が続くと見込まれることに加え中国での春節の影響が中国国内に止まらずフィリピ
ンにも影響を与えていると予想されます。このため、フィリピン、中国ともに2月の売上は60百万円弱に止まる見込みであ
り、この売上減少が大きく影響し第3四半期の売上も大きく改善することは困難で、第4四半期にかけ徐々に回復を見込む
ものの、フィリピンでは上期売上見込512百万円に対し下期売上は5億円弱程度に、中国では上期売上見込483百万円に
対し下期売上は5億円強程度にそれぞれ止まる見込みで、当初予想の売上の達成は困難な状況です。 
 また、損益面では、全社を挙げての経営効率化、経費削減の推進に加え下記「経営再建策」を実行するものの、売上の
減少の影響を補うことが困難と予想されることに加え、「経営再建策」実行に伴うリストラクチャリング費用を見込むことか
ら、前回予想を下回る見込みとなりました。 
 以上のことから、当通期連結の売上高は、日本では4,120百万円(前回予想比26.4%減)、フィリピンでは980百万円(前回予
想比38.7%減)、中国では1,030百万円(前回予想比35.6%減)、連結合計6,100百万円(前回予想比30.7 %減)と予想を修正いた
します。また営業損失は、870百万円(前回予想は120百万円の営業利益)、経常損失は900百万円 (前回予想は90百万円
の経常利益)に予想をそれぞれ修正し、当期純損失は、第1四半期において役員退職慰労引当金戻入額201百万円を、第2
四半期において保険解約返戻金136百万円等をそれぞれ特別利益として計上し、第2四半期において減損損失発生等で
2,155百万円を特別損失として見込み、通期では希望退職者募集に関する割増退職金等約300百万円を含む、リストラクチ
ャリング費用約500百万円を特別損失として見込むことから、3,240百万円(前回予想は358百万円の純利益)と予想を修正
いたします。 
 
４.平成23年7月期通期個別業績 
 個別業績予想の修正につきましても、連結業績予想と同様の理由によるものであります。 
 
(注)上記に記載した業績予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際
の業績は、今後様々な要因により予想数値と異なる場合があります。 
 
特別損失(減損損失)の計上について 
 平成23年7月期第2四半期決算において、現在の厳しい受注環境、事業環境及び今後の見通しを勘案し、 
当社が保有する固定資産の回収可能性を検討した結果、減損損失2,129百万円を特別損失に計上する見込みです。 
(主な減損損失の内容) 
資産の内容        所在地        減損損失額 
共用資産(土地、建物) 神奈川県横浜市  642百万円 
東北工場(土地、建物) 福島県郡山市 1,228百万円 
秦野工場(土地、建物) 神奈川県秦野市  255百万円 
 
経営再建策について 
 当社グループは従前より、（1）取引基盤の強化・拡充、（2）新商品・新分野への展開力強化、（3）海外事業の一層の強化
を経営の最重要課題として掲げ、新規顧客の開拓、既存顧客との取引拡充、新商品・新分野対応組織である新規開発プ
ロジェクトの増強、及び海外顧客への営業強化等に加え、固定費削減策や材料費の低減を始めとする原価低減策等のコ
スト体質強化策にも取組んでまいりましたが、市場や経営環境の激変を踏まえ当社グループが持続的な成長を遂げるた

増減率(%) △26.4 ― ― ―

（ご参考）前期実績 
（平成22年7月期）

4,771 △954 △741 △389 △782.75



め、本日開催の取締役会において、抜本的な事業構造の改革並びに収益性改善のための緊急対策として、以下の「経営
再建策」について決定いたしました。 
 
１．海外事業への経営資源の重点配分 
 中国及び中国プラス１としてのフィリピンに生産拠点を有する強みを最大限に発揮するため、経営資源を海外事業に重点
配分してまいります。また、海外事業にかかる指揮命令系統を一元化するとともに、権限委譲をすすめ機動的、効果的な
意思決定の仕組みを構築してまいります。 
 
２．成長分野での新商品開発体制の強化 
 これからの成長分野である車載、エネルギー分野での新商品開発を強化し、将来のコア事業探索をすすめます。 
既存組織である営業、技術、新規開発プロジェクトの機能融合の検討をすすめ、全社組織の見直しとあわせ、効果的な新
商品開発体制の構築を図ります。 
 
３．一貫加工体制の強化 
 従来のプレス、めっきに止まらず、より広範なサプライチェーン構築のため、他社とのアライアンスの可能性を積極的に探
ってまいります。 
 
４．生産拠点の役割の明確化と再編 
 現状の事業環境に見合った生産体制を構築するため、生産拠点の統廃合を含めた再編を検討してまいります。再編の
前提として、国内生産拠点を研究開発部門との連携を強化し将来の技術展開のためのパイロットラインとしての生産拠点、
顧客の多品種少ロット生産への要求の高まりに対応する柔軟性、多様性を保持した生産拠点及び量産品の海外展開のた
めの生産拠点に分類し、それぞれの役割を明確化したうえで再編をすすめてまいります。 
 
５．連携とサポート力強化のための組織再編とスリム化 
 生産拠点の再編と併せ、組織全般の見直しをすすめます。研究開発体制の再構築や営業部門の再編等により本部組織
のスリム化を図り、現場との連携強化、現場へのサポート力向上を可能とする組織体制を構築してまいります。 
(１)研究開発体制の再構築 
 技術開発の効率化、効果的な新分野開拓、現場との連携強化等、より一層効果的かつ効率的な研究開発体制の検討を
すすめます。 
(２)営業部門の再編 
 顧客ニーズの発掘力強化、売上の増大に繋げるとともに、営業部門全体の業務効率の向上、技術面からの営業アプロ
ーチ強化を目的とした営業部門の再編を検討してまいります。 
 (３)本社間接部門のスリム化 
 生産拠点の再編、研究開発体制の再構築、営業部門の再編、それぞれの検討と並行して、本社間接部門業務を見直し、
重複を省いて効率化をすすめてまいります。 
 
６．希望退職者募集による人件費の削減 
 抜本的な事業構造の改革にあたり今後生産拠点の再編、組織の見直し等の合理化をすすめることとなりますが、当該施
策に伴う人員削減策として約200名の希望退職者の募集(平成23年3月7日に公表いたしました「希望退職者募集に関する
お知らせ」を参照。)を行い、人員削減を図ります。 
  
７．役員報酬の減額幅拡大 
 (1) 減額幅拡大の内容 
   代表取締役     月額報酬の減額幅を50％へ拡大(現在の減額率は30％) 
   常務取締役     月額報酬の減額幅を40％へ拡大(現在の減額率は30％) 
   その他の取締役  月額報酬の減額幅を30％へ拡大(現在の減額率は20％) 
   監査役        月額報酬の減額幅を30％へ拡大(現在の減額率は20％) 
 
 (2)開始時期  
   平成23年3月より 

以 上


